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2021年度も2020年度に引き続き、一定程度の新型コ

ロナウイルス感染症拡大の影響があったことは否めま

せん。感染状況も落ち着きを見せ、建設工事の再開やイ

ンフラ整備に関わる動きもありましたが、計画どおりに

業績を実現させることはできませんでした。

現在の建設業界は大きな変革期を迎えています。国内

に目を向けると、近年では建築工事より土木工事が活発

となり、特に公共事業としての高速道路や鉄道などの維

持・修繕工事が活発になり始めています。これまで日本

を支えてきた全国的な交通網を、これからも利用してい

くための維持・修繕への取り組みは、社会的にも大いに

意義のある仕事です。また、激甚化する災害に向けた各

種インフラや建築物の強化、保守という課題もいたると

ころで発生しています。経済的にはインフレや海外の不

国内の事業については、やはり一部の工事で中断や延

期の影響があります。しかし、次世代足場「Iqシステム」

への市場からの関心は依然として高く、販売とレンタル

がともに好調です。レンタルでは前年度に過去最高の稼

働率を記録しており、販売においては新規購入、追加購

入、従来足場からの入替案件のいずれも堅調に推移させ

ることができています。足元の状況として、ポイントに

なる「Iqシステム」の生産体制を1.6倍まで拡大、最終的

には2倍程度まで増やす計画で準備を進めています。農

業用高機能グリーンハウスの建設工事は、コロナ禍での

外国人就労者不足の影響もあり、買い控えが発生してい

ます。需要の回復までには半年から1年ほど時間を要す

ると考えていますが、需要の回復時に備えて、引き続き

実製品を用いた実証栽培による栽培データの収集など、

準備を進めてまいります。

海外の事業における状況・市況としては、各国で持ち

直しの動きが見られようになってきました。ベトナムで

透明な動きがあることは確かですが、当社としてはしっ

かりとマーケットの中でポジションを築くことができ

ていると認識しており、このポジションを高めることで

事業の成長と、当社が提供する社会的な価値の両面を拡

大させていきます。

一方で懸念すべきリスクもあります。原材料となる鋼

材の価格の高騰については、価格への転嫁を進めるなど

して、各種リスクを回避・軽減させています。サプライ

チェーンの面では海外における情勢は見通しが立てに

くい部分もあり、生産、調達についてはできる限り複線

化、最適化をするなどの仕組みを整え、今まさに勢いに

乗りつつある当社の事業の拡大を減速させないよう取

り組みを進めています。

はロックダウンが解除されたことで、計画どおりの製造

活動が行えています。フィリピン国内では鉄道インフラ

の整備に向けたプロジェクトが進行しており、工事も本

格化しています。韓国においては、政権交代の影響もあ

り、建設、特に足場に対する安全への意識が高まってい

ます。日本同様に安全面にしっかりと予算をかけてお

り、安全性の高い「Iqシステム」の需要が増加することが

想定されます。このように、各国で事業活動を行える環

境が順調に整ってきています。また、別の側面では為替

問題があります。当社事業にとって海外事業におけるリ

スクと機会というものは必ずしも表裏という状況では

ありませんが、それぞれに対策を進め、事業拡大の機会

を最大化できるよう取り組んでいきます。「次世代足場

におけるトップシェアの維持・拡大」「維持・修繕工事へ

と移行する市場への対応」「仮設部門以外における事業

の育成」「海外事業基盤の収益成長」についてはそれぞれ

取り組みを進めることができたと認識しています。

外部環境の変化と見据えるべきリスク

次のステージヘ向け

Keep transformingで

新たな成長を

実現していきます

P.22 中期経営計画・経営戦略本部長メッセージ・タカミヤの事業 参照

売上高の推移

21.320.319.318.3 22.3

代表取締役会長 兼 社長

髙宮 一雅

46,065百万円
42,182百万円

36,114百万円
38,812百万円 39,800百万円

2022年度における事業環境と取り組み
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このトランスフォームを実現するために最も必要な

のは目標をもちビジョンを掲げ、それを実行していく

「人」を集め、育てていくことです。闇雲に採用すればい

いというわけではありません。集まってくれても、すぐ

に離れてしまっては意味がありません。そこで当社では

2018年から賃貸資産への投資比率を下げ、3年から4年

かけて人の教育と仕組みづくりに投資を行ってきまし

た。これは現在も継続しており、働き方やオフィス環境

の価値を評価してもらえているとは到底思えず、あまり

にも未来を見てもらえていないと感じています。そこ

で、これから当社が持続的な成長を目指していくにあ

たって、こういった外部環境に左右され続けている状況

から抜け出さなければなりません。そのために必要なこ

とは、当社自身で需要を生み出す「プラットフォーム」を

作り上げることだと結論づけました。外部環境の影響を

過度に受けない安定的な収益を生むビジネスモデルへ

の転換、これが当社のトランスフォームです。

当社が提供するプラットフォームとは、これまでに当

社がブラッシュアップし続けてきた事業基盤そのもので

す。「開発・製造」「販売」「レンタル」「設計・施工」「管理・

物流」の機能を有しており、これらの機能を当社だけで

利用するのではなく顧客に対して開放します。顧客はタ

カミヤの仮設事業のインフラを自社の事業基盤として使

用できるようになります。例えば、今後期待される大阪

湾岸エリアの開発に関連するプロジェクトへ、関西エリ

ア以外の顧客が、タカミヤの機材センター、物流網、施

工ネットワークを利用することで参入を実現します。つ

まり、顧客は従来から行っているビジネスの規模やエリ

ア、範囲の拡大ができるようになります。当社の事業基

盤、タカミヤそのものを、お客様にとって高付加価値を

提供できる魅力あるプラットフォームにしていくこと

が、我々の目指すトランスフォームのあるべき姿です。

そして、このトランスフォームの達成のカギとなるの

が「DX」です。DXの本質とは、デジタル技術を利用して

業務や作業を合理化、効率化することです。当社がいる

建設業界では、以前と比べてデジタル化やDXは進んで

いますが、まだまだアナログ的なところが多いのが現状

です。このアナログが業務の多数派を占める状態が、資

本市場から今の時代や環境にあったビジネスではない

とみられている要因だと考えています。実際に資本市場

では特にグロース株においてDX関連の企業に注目があ

つまっています。成長への期待感は高く、市場からの評

価も上がりやすい時代、タイミングといえるでしょう。

をDXの力で「見える化」しています。自分たちが働く生

産性を高めることをせずに、お客様に提供できる価値

が上がるはずがないのです。私たち自身の効率を上げ、

お客様へ届ける付加価値を高めていく。これによって

初めて収益性というものを向上させていくことができ

るわけです。より効率よく足場を生産し、効率よく使っ

てもらう。運用率を上げるためにもDXは必要です。そ

れによってさらに働く人の効率も上がっていく。中期

昨年からスタートした中期経営計画はアグレッシブ

な計画です。この計画達成のための前提条件として、当

社自身の変革、トランスフォームが必要となります。こ

の1年はトランスフォームの過程ということもあり、先

ほども述べたとおり、依然として外部環境から受ける影

響も大きく、業績を伸ばすことができませんでした。最

終年度の業績計画からみれば、進行している2022年度

の目標数字はいささか保守的なものといってもよいか

もしれません。しかし、2年目、3年目にかけてこのトラ

ンスフォームを成し遂げることで、着実に業績目標を達

成できると確信しています。

当社が目指しているトランスフォームとは、これまで

ブラッシュアップしてきた事業基盤を、外部環境に左右

されない、自ら需要を生み出すことができる新たな姿で

ある「プラットフォーム」に変貌させ、安定的に収益を生

み出せるようになることです。これまで軽仮設業界は、大

手の建設会社によるマクロな状況・市況があり、そこに

おける建設投資がどれだけ高いか、低いかで私たち自身

の経営数値がみえてくるという状況でした。また、同様

の理由で資本市場からの評価である株価を見ても、本来

中期経営計画におけるトランスフォームの意味

トランスフォーム実現に向けたドライバーは「人」と「DX」

P.16 タカミヤのビジネスモデル 参照

当社としてはDXを推進することで、各業務の効率化を

図るだけではなく、お客様へ提供するサービスの利便性

を向上させ、トランスフォームを加速させていきます。

プラットフォームを作り上げ、トランスフォームを達

成するためには、ステークホルダーであるお客様やパー

トナー、ご支援いただける株主をいかに増やすことが

できるかにかかっています。そのためには当社が現在取

り組んでいることをお客様やパートナーへしっかり伝

えて、共感してもらうことが必要になります。プラット

フォームの拡大は共感なしでは実現できません。多くの

パートナーとプラットフォームを共有することが、私の

描くタカミヤの、そして建設業界の未来です。

中期経営計画業績目標 （2021年5月31日 発表当時）

業績目標
経営

ビジョン

2024年3月期 営業利益

50億円（+35%）
＊（ ）内は、2020年3月期対比

トランスフォームにより

新たな価値を創造し、

お客様のパートナー企業となることで、

持続的な成長を目指す。

（ストック型ビジネスモデルの構築）

2024年3月期

売上高 営業利益 営業利益率

600億円 50億円 8.0%

中期経営計画の進捗状況

中期経営計画概要

トップメッセージ
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経営計画の1年目はまずこの土台づくりでした。これに

ついてはかなりの手応えを感じています。着実に2年

目、3年目には結果として数字が見えてくることでしょ

う。

私は「効率を上げ、生産性を上げ、そして休みたい人は

休みなさい。もっと稼ぎたい人はもっとやりましょう」

ということ、それから「Keep Transforming」と言い続け

てきました。一定の成果に対して正しく報いる。自分た

ちにもしっかりとリターンがあるということを実感し

なければ、DXという変化は実現しないでしょう。会社と

しての利益と社員が受け取る利益というものは方向性

として一致しなければなりません。DXをすることが目

的ではなくて、それぞれの目的を実現するためにDXが

必要なのです。これは新型コロナウイルス感染拡大に

よって、リモートワークが加速したことも後押しになり

ました。自分が働きたいところで働く。そこで頑張った

分だけリターンがある。そんな時に会社は「憩いの場」で

あってほしいと思っています。リモートワークで働くこ

とによる孤独感や疎外感などはどうしても出てしまい

ます。今後は、精神面や体調面のサポート、コミュニケー

ション不足の解消を会社という場が担っていくことに

なるでしょう。今会社にはデジタルサイネージをいくつ

か用意しています。各拠点の情報が全国区でどこからで

もモニターできる形になっています。自由に自分の意志

で、選んで働く。これがとても重要です。昨年、今年で新

卒採用者の離職率は大幅に低下しました。変化の真っ只

中にある当社が今のデジタルネイティブ世代にとって、

環境としても仕事としても魅力的に感じられているこ

との証明であると思います。

好調であったレンタル事業の売上を追いかけて、賃貸

資産への投資にもっと力を入れたほうがよいのではない

かと言われることもありました。しかし、私はそれでは先

がないと考え、人材投資を推し進めてきました。私たち

が実現したい未来に向けて、今まさに土台は整いました。

当社も2022年4月から東京証券取引所において「プラ

イム市場」へ移行しました。私はやはり当社はプライム

市場にいなければならないと考えています。トランス

フォームの実現、持続的な企業成長のためには、海外の

機関投資家を含めて幅広い資金調達が必要となります。

そのためにも環境、社会、ガバナンスといういわゆる

ESGへの取り組みにも十分に配慮、注力していく必要が

あります。そして、成長のために必要なことに一つひと

つ丁寧に対応していきます。今回ガバナンスの体制を監

査等委員会設置会社に変更し、新たに監査等委員として

酒谷氏、上甲氏、加藤氏の3名に社外・独立のメンバーと

してボードに加わっていただきました。できるだけ厳し

まず社員の皆さん。私は今の時代に働くということ

は、選択肢をたくさん持ちながら一人ひとりが幸せに

なって、自分が利益を上げて、最終的に会社や社会にど

のように貢献していくのかをそれぞれで考えてほしい

と思います。そして1番大切なことは、それを楽しんで

ください。私は皆さんと一緒にこの大きな変化、トラン

スフォームを実現していきたいと考えています。

パートナーの皆さん。タカミヤは大きくトランス

フォームしようとしています。これまでの業界の常識

を覆し、新たな仮設事業のインフラとなる「プラット

フォーム」を展開します。このプラットフォームは、パー

トナーの皆さんが使いたくなるような、従来では考えら

れない高付加価値サービスを提供し、皆さんの事業収益

を改善し、ビシネスの可能性を広げる礎となります。劇

的に変化する当社に対応するのは大変だと感じられる

方もいらっしゃるかもしれません。しかし、このトラン

い意見をいただける方にご参画いただけたと思ってい

ます。コーポレートガバナンス・コードをはじめとした

外部からの要請というものは、タカミヤが今後どうした

らよいか、どうしたらこの先も成長をし続けられるかと

いう前向きな材料として捉えています。TCFDに関する

環境関連の課題、取り組みや女性活躍推進についても同

様です。当社に限らず、世界の流れについていくことが

できていない、やりづらいと感じている企業があるとす

れば、それは時代・環境への対応が十分にできていない、

時流に乗り切れていないのではないかと考えます。課題

と言われるものは成長の芽として捉え、前向きに取り組

んでいきたいと私は考えています。

スフォームは当社だけでなく、これからの業界を変えて

いくことになります。私たち自身だけで完成するもので

はありませんから、できるだけ多くのパートナーの皆さ

んとともにこのプラットフォームを拡大していきたい

と考えています。

株主の皆様におかれましては、業績面でご心配をおか

けした時期もあり、大変申し訳ございません。当社はま

だまだ足場の会社と思われているのが現状です。しか

し、トランスフォームのための基礎固めは着実に進んで

います。プラットフォームビジネスは当社の収益構造を

根本から変えることになります。このプラットフォーム

に関する情報は随時公開してまいります。さらに拡充し

ていく新たなビジネス、プラットフォームビジネスにご

期待いただき、長期的な視点で引き続きご支援を賜りま

すよう、心よりお願い申し上げます。

タカミヤの成長を支えるサステナビリティとガバナンス

ステークホルダーの皆様へ

P.38 人材 参照

P.44 コーポレート・ガバナンス 参照

トップメッセージ

12 13タカミヤレポート 2022 タカミヤレポート 2022



タカミヤの価値創造プロセス
価値創造ストーリー

タカミヤは、時代の変化を常に先読みしながら、未来志向で事業ポートフォリオや仕組みを変革し、新たなビジネスモデ

ルを生み出してきました。これからもこのプロセスを繰り返し、社会課題を解決する商品やサービスを提供することで、

持続的な企業価値向上を目指していきます。

安心安全な社会の実現

事業環境・社会課題

人的資本

製造資本／ネットワーク

事業価値

社会価値
財務資本

自然資本

変革を実現する強み

Input

Output

Visionの実現

社会に届ける価値

資本の強化・再投資

事業活動

経営基盤

タカミヤの
バリューチェーン

レンタル

管理・物流

販売

設計・施工

開発・製造

仮設機材
レンタル会社

物流会社

足場工事会社

足場製造会社

建設会社

材工業者

従業員数
 連結 1,222人
 単体 722人

製造拠点 4ヵ所
機材供給拠点 29ヵ所
営業拠点 22ヵ所
グループ会社 14社

売上高  39,800百万円

事業別売上

販売事業  13,629百万円

レンタル事業  23,283百万円

海外事業  6,410百万円

営業利益  1,682百万円

Iqシステム

次世代足場
シェア  約36%

累計販売
顧客数

 417社
※当社販売分のみ

普及平米数  815万m2

期中平均
稼働率  69.05%

CO2排出量 175,867t-CO2
総資産 59,081百万円
有利子負債 28,209百万円

使用電力  450万kWh

インフラ再整備

自然災害への備え

建設現場の安心安全

外部環境とリスク・機会

P.19

コーポレート・ガバナンス

P.44

社是／経営理念

P.02-03

人材・環境への取り組み

P.38-40

中期経営計画

経営戦略本部長メッセージ

P.26

事業別戦略

P.32

環境への取り組み

P.40
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タカミヤのビジネスモデル
価値創造ストーリー

タカミヤはこれまでレンタルと販売を中心として築いた事業基盤を用いて、顧客にサービスを提供し、それぞれの利便性

を高めるべく、各機能をブラッシュアップしてきました。これからのビジネスは、ブラッシュアップしてきた事業基盤を

「プラットフォーム」として顧客に開放します。顧客はプラットフォームを共有する「パートナー」となり、タカミヤの事業

基盤（仮設事業インフラ）を自社の事業基盤として利用することができ、事業規模やエリア、範囲の拡大を実現することが

できます。タカミヤは顧客との従来ビジネスを行いつつ、プラットフォームへの参入を促し、拡大させ、プラットフォーム

が持つ機能を利用してもらうことで収益を上げます。

Takamiya Platform
顧客からプラットフォームを共有するパートナーへ

タカミヤが築いた事業基盤

開発・製造 販売 レンタル 設計・施工 管理・物流

仮設・建材
農業製品開発力
金属加工技術
国内外4工場

国内外販売網
中古市場

超高層から
地下工事まで
多様な仮設機材

仮設設計技術
BIM/CIM
国内施工
ネットワーク

全国29ヵ所の
機材供給拠点

プラットフォーマーへトランスフォームし、
タカミヤが仮設業界のインフラを担う

ビジネスモデル変革の源泉 ─ Takamiya Lab. （タカミヤ ラボ）

プラットフォームを進化させ、利用者の利便性や競争力を高める新技術・サービス

を開発、提供（実証）する研究開発拠点です。プラットフォームが提供する各機能を体

験できるだけでなく、実際に展示されている製品の高付加価値機能を利用・実感する

ことができます。プラットフォームのアイコンとして顧客の参加を加速させます。

TAKAMIYAの顧客

Partner ＆ TAKAMIYAの顧客

事業基盤

Takamiya Platform

TAKAMIYA

TAKAMIYA
PartnerPartner

Partner Partner
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タカミヤの重要課題 外部環境とリスク・機会
価値創造ストーリー

当社グループは、経営インパクトが大きく、ステークホルダーにとって重要である課題として2021年度にリスクと機会

を特定しました。今後の事業活動を通じて社会課題の解決やステークホルダーの期待にお応えし、企業の持続的な価値

向上につなげていくために、長期的に取り組みを進めてまいります。

多様性を尊重した就労環境や
人事・教育制度の導入。

ニーズに対応した
安全・安心な仮設機材および
高付加価値サービスの提供。

企業活動を通じて、
持続的な社会の実現に貢献。

持続的に企業価値を向上させ、
安定した還元を実現。

社員

株主・投資家

顧客・パートナー

要因 リスクと機会

経済環境の変動
国内景気動向

リスク 機 会  民間企業の設備投資の動向

リスク 機 会  国内建設投資額の増減

為替相場の変動 リスク  急激な円安進行

社会環境の変動

新築から維持修繕への移行

リスク  交通インフラ新築需要の減少

機 会  インフラ維持修繕需要の増加

建設現場における生産性向上

機 会  次世代足場の普及加速

リスク  保有仮設機材の陳腐化

デジタルトランスフォーメーション

リスク  IT人材不足によるDX推進の遅れ

機 会  新たな需要が生まれる

農業従事者の多様化 機 会  企業の農業への新規参入が増加

気候変動への取り組み

リスク  原材料・燃料費の高騰、運搬コストの高騰

機 会  プラントの新設・更新需要

自然災害の発生

リスク  事業経済活動の停滞

機 会  災害復旧・復興への対応

国内人口動向 リスク  人材・人材力の不足

法令・制度等の変更 労働安全衛生規則（足場等関係）の改訂 機 会  新製品＆既存製品の需要拡大

社会・環境
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リスクと機会 理由 長期的な対応と今年の取り組み

リスク 機 会  民間企業の設備投資の動向 • 景気動向に民間設備投資が影響される
• 景気が悪化するタイミングでは、政府投資（主に土木工事）が増加する傾向にあるため、公共インフラ建設工事のほか、幅広い工事
に利用できる汎用性の高い機材および技術の保有

リスク 機 会  国内建設投資額の増減
• 主力事業が建設工事用の仮設機材関連事業であるため、建設投資額
に影響を受ける

• 汎用性が高い仮設機材の充実、供給体制の整備
• 仮設機材関連事業以外での事業育成
• 国内建設需要に直接影響を受けない海外（ASEAN）への進出

リスク  急激な円安進行 • エネルギーや原材料価格が高騰し、製造・運搬コストが増加する • 原材料価格の高騰にあわせて販売価格への転嫁を適宜実施

リスク  交通インフラ新築需要の減少
• インフラの新築需要は縮小傾向、高速道路や鉄道における橋梁建設
向けの大型支保工材の余剰が発生する

• インフラ建設需要が見込めるASEAN諸国への売却

機 会  インフラ維持修繕需要の増加

• 日本国内の高速道路などの交通インフラが建設後50年以上経過し、
維持修繕需要が増加傾向にある

• レンタル先の現場の工期が長期化するため、現場単位の採算が良く
なる

• インフラ維持修繕工事に必要な仮設機材の充実、汎用性の高い機材への更新

機 会  次世代足場の普及加速

• 腰をかがめず、楽に安全に作業できる次世代足場「Iqシステム」の
需要が増加する

• 資材置き場の省スペース化だけではなく、運搬効率や足場施工の
作業負担を軽減することができるため軽量化需要も増加する

• 保有するすべての単管を高張力鋼管に入れ替え軽量化
• 優れた作業性と安全性を生み出す次世代足場「Iqシステム」への入れ替えを完了
• 鉄からアルミへの素材変更などによる軽量化
• 「lqシステム」の生産能力向上

リスク  保有仮設機材の陳腐化 • 革新的な工法の開発によって作業用足場など仮設機材が不要となる
• 仮設分野以外での事業育成（アグリ事業など）
• ハードに依存しないビジネスモデルへの移行（プラットフォームビジネス）

リスク  IT人材不足によるDX推進の遅れ
• IT人材の確保ができずDX関連サービスの提供が遅れ、シェアを奪
われる可能性がある

• IT系人材の採用と従業員への教育を推進
• 工場で使用する帳票類の電子化、書類の電子保管
• 従業員向けにDXの取り組みに対するインセンティブの採用

機 会  新たな需要が生まれる
• 標準的な取引手法がインターネット経由となり、対応によって新規
顧客、顧客との取引額が増加する可能性がある

• 建設DXで必須とされているBIM/CIMへの対応をグループ内で推進しており、需要拡大により受注機会が増加する
• WEBオーダーシステム「OPERA（オペラ）」を導入し、受注チャネルの多様化・機会が増加

機 会  企業の農業への新規参入が増加

• 比較的大きな投資で高い収量が見込める施設の需要がある
• 新規就農が多いため、自動制御、栽培ノウハウが必要とされる
• 生産性向上のための設備・機器の需要が増加、作付面積当たりの収
量の増加が求められる

• 金属加工技術、足場用鋼管等を用いた農業用パイプハウス、農業用品の開発
• 高機能ハウス「G-Castle ProⅠ・Neo48」のリリース
• 自社製品を利用した実証栽培を実施し、ノウハウ・各種データを収集活用（羽生愛菜プロジェクト）

リスク  原材料・燃料費の高騰、運搬コストの高騰
• CO2排出削減により化石燃料の価格の高騰等によって、原材料費や
運搬コストが高騰する可能性がある

• 足場のシステム化によって、部材をコンパクトかつ軽量化することで、必要な資材の運搬台数や往復回数を抑制
• 郊外型の機材センターを都市部に開設・移転（Takamiya Lab. West（タカミヤラボ ウエスト） など）

機 会  プラントの新設・更新需要

• 化石燃料の使用抑制や効率化、水素や電気など代替エネルギーの
利用増加による設備の更新や新設などの建設需要が増加する
例） 電力プラント、水素生成プラント、供給拠点（ガスステーション）、
ゼロエネルギービル・住宅（ZEB・ZEH）など

• ソーラーカーポート「POGERO（ポゲロ）」の開発・販売
• 電力プラント新設保守に関する工事への足場供給拠点の整備

リスク  事業経済活動の停滞
• 地震や台風等の自然災害およびウイルス等の感染症の流行により、
操業停止をせざるを得ないような事態が発生する

• 全国29ヵ所に機材供給拠点を配置し、リスクを分散
• 国内2ヵ所と海外2ヵ所の計4ヵ所に生産拠点を分散
• リモートワークの推進

機 会  災害復旧・復興への対応
• 自然災害による交通インフラ等の損壊を早急に回復させるため、
建設工事に必要な仮設機材の需要が増加する

• 全国に機材供給拠点を配置し、復旧・復興工事に必要な仮設機材の供給体制を整備

リスク  人材・人材力の不足
• 少子化社会が進み、新規採用等が困難となる
• 施工管理など資格や技能を有した人材確保が困難となる

• 各種福利厚生制度の拡充、働き方改革など就労条件や環境の整備
• 各種研修制度による人材育成

機 会  新製品＆既存製品の需要拡大
• 建設工事現場での作業者の安全を確保するための法令やガイドラ
インの改訂は新たな製品需要を生み出す

• 建設業の週休二日制導入の推進、時間外労働の上限規制

• 次世代足場「Iqシステム」、パネル式吊り棚足場「スパイダーパネル」など優れた安全性と施工性を具備した製品の開発、製造、拡販
を推進

• 製品の軽量化、アルミ素材を使用した製品の開発

外部環境とリスク・機会
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中期経営計画
価値創造ストーリー

（百万円） ■ 売上高　　■ 営業利益　　● 営業利益率

2018 中期経営計画 2021 中期経営計画

24.3（計画値）23.3（計画値）22.321.320.319.3

中期経営計画の進捗状況

中期経営計画概要

基本戦略

4.2%

39,800

1,682

8.0%

60,000

5,000

5.1%

45,000

2,300

6.4%

42,182

2,713

8.0%

46,065

3,703

4.1%

38,812

1,586

昨年度より進行している「2021 中期経営計画」では経営ビジョン「トランスフォームにより新たな価値を創造し、お客様

のパートナー企業となることで、持続的な成長を目指す。」を掲げ、当社グループの事業一つひとつを顧客目線でブラッ

シュアップし、持続的に新たな価値を生み出し、永続的に企業価値を向上させる体制および体質づくり、トランスフォーム

の完成を目指しています。計画の達成に向けた4つの基本戦略に則り、各施策を実行しています。

「Iqシステム」を中心としたハードとソフトを融合したサービスの開発

「「Iqシステム」を中心としたハードとソフトを融合し

たサービスの開発」では「ハード」であるIqシステムをは

じめとする高付加価値仮設機材と「ソフト」である「開

発・製造」「販売」「レンタル」「設計・施工」「管理・物流」の

5つの機能を融合したサービスを開発し、提供するプ

ラットフォームによるビジネスを展開しています。当社

が仮設機材の管理・運用・コンサルティングをプラット

フォーム上で行うことで、顧客は当社の仮設事業インフ

ラを自社の事業基盤として利用することができます。そ

して、「仮設・建材・農業製品までの多様な製品開発力」

「国内外4工場の製造体制」「国内外販売網・中古市場」「超

高層から地下工事まで多様現場に対応できる仮設機材」

「設計技術・BIM/CIM・国内施工ネットワーク」「全国29

の機材供給拠点」などの機能を利用してビジネスを展開

することができるようになります。

プラットフォームで提供するサービスの一つ「Iqシェ

アリング」では顧客の保有するIqシステムの管理（整備、

入出庫、品質維持など）を当社が行います。全国に展開し

ている当社機材供給拠点から保有している機材を自社

材として入出庫することができ、不足部材、周辺部材は

その場でレンタルすることができます。その他には、顧

客の最適な機材保有量を実現するための売買仲介サー

ビスなども展開していきます。そして、それらのサービ

スの管理を、新たに開発したWEBオーダーシステムの

「OPERA」が行います。現在はレンタル商品の受注が主

な機能ですが、今後、多様なサービスの提供を一括管理

できるようにしていきます。

また、プラットフォームの中核を担う都市型機材供給

拠点「Takamiya Lab. West」を兵庫県尼崎市にプレオー

プンさせました。当施設は従来の機材センターが提供す

るサービスだけではなく、多様な仮設事業関連サービス

を提供します。業界で最速の機材入出庫、正確な機材点

検や員数、製品の展示や共同開発、各種教育研修の実施

など従来の機材供給拠点にはない機能を提供する新た

な研究開発拠点です。

中期経営計画業績目標 （2021年5月31日 発表当時）

業績目標
経営

ビジョン

1 2 3 4

2024年3月期 営業利益

50億円（+35%）
＊（ ）内は、2020年3月期対比

トランスフォームにより新たな価値を創造し、

お客様のパートナー企業となることで、

持続的な成長を目指す。

（ストック型ビジネスモデルの構築）

2024年3月期
売上高 営業利益 営業利益率

600億円 50億円 8.0%

「Iqシステム」を中心とした

ハードとソフトを融合した

サービスの開発

維持補修・再インフラ向け

製品の強化

仮設部門以外の

事業育成

海外事業基盤の

再整備

投資方針：設備投資と減価償却の推移

賃貸資産＆設備投資額
• 3ヵ年での設備投資実績予
測は202億円となり当初計
画から、29億円減の見込み

• 2022年3月期は新型コロ
ナウイルスにより、全体的
に投資を抑制

減価償却費
• 2022年3月期の投資額を
抑制した分、減価償却費
は、47億円と当初計画から
1億円減

当初計画） 2023年3月期設備投資：39億円

 3ヵ年累計投資額：118億円

当初計画） 2023年3月期減価償却費：52億円

 3ヵ年累計減価償却費：153億円

（百万円） （百万円）

賃貸資産&設備投資額 減価償却費
■ 賃貸資産投資額　■ 設備投資額

2018 中期経営計画 2018 中期経営計画2021 中期経営計画 2021 中期経営計画

24.3
計画

24.3
計画

23.3
計画

23.3
計画

22.3 22.321.3 21.320.3 20.319.3 19.3

5,434

2,523

2,911

4,784
7,850

3,860

3,990

5,170

6,954

3,736

3,218

4,950

6,818

2,768

4,050

4,804

3,984

2,467

1,517

4,777

3,649

2,091

1,558

4,815
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アグリ事業拡大に向けたM&A

八女カイセー株式会社は、農業用グリーンハウス事業を行っており、福岡県および近隣県において顧客基盤を築いており、当社は、八女カイセー株式会社への当社オリジナル農業用
グリーンハウス「G-Castleシリーズ」を提供するとともに、同社との事業シナジーによって、当社の九州地区での事業の拡大成長を図ることができると判断。

会社名 八女カイセー株式会社

創業・設立 創業1961年7月、設立1962年12月

資本金 60,000千円

本社所在地 福岡県八女郡広川町大字太田1024番地

事業内容 農業用建築工事、農業用資材の販売

目的 北九州エリアにおけるアグリ事業の強化・拡大のため

東北自動車道

さいたま水族館

羽生水郷公園

計画地
(約24万m2）

キヤッセ羽生

羽生IC

北
関
東
方
面

東
京
方
面

（百万円）

アグリ事業売上高推移

22.321.320.319.318.317.3

G-Castle Neo48

G-Castle ProⅠ

アグリ事業

羽生愛菜プロジェクト

埼玉県羽生市
「羽生チャレンジファーム」内

約3ha（借地）

1,273
1,163

1,082

954

182
93

高機能ハウスの販売
ハウス販売事業の譲受

13倍

海外事業における基盤の再整備は、内部管理体制の強

化を進めるなど、順調に進んでいます。韓国・ベトナム・

フィリピンの3ヵ国は日本と同様に新型コロナウイルス

感染症の影響を大きく受けましたが、現在は影響も軽微

になり、事業活動を再開することができています。コロナ

禍でベトナムと韓国では製造活動が停滞し、サプライ

チェーンが分断されたことを踏まえて、国内外での最適な

仮設部門以外の事業育成では、引き続きアグリ事業の

成長に注力しています。アグリ事業では、仮設事業で

培った金属加工技術を活かして、農業用高機能グリーン

製造体制の見直しを行いました。ベトナムでは日本国内

向けの製造販売が計画どおり推移しており、韓国では建

設工事に対する安全意識が高まっていることから、当社

の安全性の高い仮設機材の需要が拡大することが期待で

きます。また、フィリピンでは鉄道をはじめとするイン

フラ関連プロジェクトが多く進行しています。事業基盤

の整備は完了し、収益化のフェーズへと移行しています。

ハウスの製造販売、施工を行っております。売上高は

年々増加しており、成長著しい事業です。さらなる事業

の拡大成長を図り、2022年5月に福岡県の八女カイセー

海外事業基盤の再整備

仮設部門以外の事業育成

株式会社をグループ会社化しました。同社は農業用建築

工事、農業用資材の販売を行っており、九州エリアで顧

客基盤を築いています。当社製品の高機能グリーンハウ

スである「G-Castleシリーズ」を提供することで事業シナ

ジーを生み出し、北九州エリアでの事業拡大を図ります。

また、ハウス製品の販売促進を目的として、製品の性

能評価を行う実証栽培を埼玉県羽生市で行っておりま

す。「羽生愛菜プロジェクト」と題して、高機能グリーン

ハウス「G-Castle Neo48」と「G-Castle ProⅠ」を建築し、

果菜類の栽培を行っています。環境制御装置を導入し、

最適な栽培方法の検証を行うなど、栽培ノウハウもあわ

せて提供することで製品の販売を促進します。収穫され

た作物の評価も高く、卸先の数が増加していることから

もハウス製品の性能も高評価を得ています。

また、PV事業の育成にも注力しており、太陽光発電

パネルとカーポートが一体となった次世代型ソーラー

カーポート「POGERO」を開発し、拡販しています。累計

納入実績は1,000kWhを突破しており、脱炭素に向けた

取り組みが加速する社会で需要が高まることが想定さ

れるため、供給体制の強化を進め、事業育成を推進して

いきます。

中期経営計画

維持補修・再インフラ向け製品の強化

（百万円）

吊り棚足場販売実績

スパイダーパネル

リフトクライマー

VMAX

YTロックシステム

パネル式吊り棚足場

大規模修繕工事向け
移動昇降式足場

システム吊り棚足場

斜面に設置可能で
構台にもなるシステム足場

吊り棚足場（スパイダーパネル、VMAX）の販売

前年同期比 105.3%増 （＋453百万円）

21.3 22.320.3

883

430

257 前年同期比

105.3%増

（兆円） （%）■ 新設工事（左軸）　　■ 維持修繕工事（左軸）　　● 維持修繕工事比率（右軸）

維持修繕工事の推移

※一般社団法人 日本建設業連合会「建設業ハンドブック2021」より作成
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日本国内の建設工事の元請完工高における維持修繕工

事の割合は依然として増加傾向にあります。高度経済成

長期に整備された交通インフラは建設されてからおよそ

50年が過ぎており、継続して使用するためには維持修繕

が必要になります。増加傾向にある工事需要を逃さずに

製品が供給できるよう、対応製品の製造体制を整備して

います。高速道路などの床板取替工事で採用可能なパネ

ル式吊り棚足場「スパイダーパネル」とシステム吊り棚

足場「VMAX」は販売実績が1年間で倍増しました。今後

製品在庫が不足し、供給が滞る恐れがあるため、計画的

に増産し、販売と賃貸資産への取り込みも進んでいま

す。その他には山間部のダムや送電施設などの工事で必

要となる作業構台「YTロックシステム」、建築土木の両分

野で高層建築物に採用可能な移動昇降式足場「リフトク

ライマー」などの多様な製品を揃えることで、様々な現

場の維持修繕工事への対応が可能になります。今後も継

続して高い需要が見込まれるため、最適な製造体制を整

備し、さらなる製品供給体制強化を進めてまいります。

維持補修・再インフラ向け製品の強化

0 0
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経営戦略本部長メッセージ
価値創造ストーリー

経営戦略本部長としてのミッション

経営戦略本部は、舵取り役として戦略を立て、会社を

先導することが最大のミッションです。経営企画室、広

報・IR室、情報システム室、法務・コンプライアンス室、

不動産管理部の5つの部署で構成されており、経営戦略

を実行すべく、相互に連携しています。具体的な取り組

みとしては、中期経営計画の立案、そして計画の達成に

向けて進捗を確認し、社内外に発信、各部門間の調整を

行っています。

2022年3月期の振り返り

2022年3月期の業績は売上高398億円（前期比2.5%

増）、営業利益16億8千2百万円（同6.0%増）、当期純利益

9億6千5百万円（同12.6%増）となりました。

新型コロナウイルス感染症の影響により経済活動の

制限と緩和が繰り返される中、持ち直しの動きが見られ

ましたが、ロシア・ウクライナ情勢の悪化により資源や

エネルギー価格の高騰がより顕著となり、経営の舵取り

が非常に難しい一年でありました。

レンタル事業では、民間建築工事の遅延などもありま

したが、次世代足場「Iqシステム」の貸出量は月間で過去

最高水準となり、年間平均でも前期より高く推移しまし

た。一方で、土木工事関連機材の貸出量が年間を通して

低く推移したことが影響して、全機材の年間平均貸出量

は前年を割り込む状況となりました。

販売事業では、海外工場のロックダウンにより、一部

で生産活動に支障をきたしました。しかし、年の後半に

かけては体制を整え、「Iqシステム」の販売を中心に、新

規、リピート顧客からの旺盛な需要に応えることができ

たため、当初の計画を上回り順調に推移しました。

海外事業では、フィリピン国内で行動制限が緩和され

たものの、経済活動が復調せず厳しい状況が続きまし

た。一方で、ホリーベトナムの日本国内向けの仮設機材

の販売、ホリーコリアの仮設機材のレンタルおよび販売

が順調に推移した結果、底打ちし、反転の兆しが見えて

きました。

中期経営計画における投資方針と
各基本戦略の進捗について

中期経営計画（以下、中計）の初年度である2022年3月

期は、業績こそ伸び悩みましたが、当初の投資方針に基

づき各施策を実行してきました。

特に、基本戦略①「「Iqシステム」を中心としたハード

とソフトを融合したサービスの開発」については、これ

まで準備してきたプラットフォームビジネスへの変革

構想を実行に移す年として、新たな価値を生み出すサー

ビスの開発とその基盤整備のための投資を実行してき

ました。具体的には、「Takamiya Lab. West」（兵庫県尼

崎市）をプレオープンさせました。すべての機能は揃っ

ていませんが、これから展開するプラットフォームビジ

ネスの基盤となる施設として、当社の事業基盤である

「開発・製造」「販売」「レンタル」「設計・施工」「管理・物

流」の5つの機能を業界最高水準にブラッシュアップさ

せ、DXにより新たな付加価値を創造し、お客様の利益に

つながるサービスの提供を行うための準備を進めてき

ました。また、お客様とつながるインターフェースとし

て、WEBオーダーシステム「OPERA」を開発し、導入し

ました。現在はレンタル仮設機材の注文がメイン機能と

なっていますが、近い将来、先述した5つの機能をWEB

上で提供できる仕組みを構築するため、さらなる機能拡

充に向けて着手しています。

次に、基本戦略②「維持補修・再インフラ向け製品の強

化」については、引き続きインフラ再構築、特に高速道路

の修繕工事が増加することが予想されるため、専用機材

である「スパイダーパネル」や「VMAX」などの吊り棚足

場の増産体制を整備し、レンタル資産を拡充する体制を

整えました。

そのほか、基本戦略③「仮設部門以外の事業育成」につ

いては、新規事業の育成に取り組んでいます。アグリ事

業の育成のため、農業用建築工事、農業用資材の販売を

行っている八女カイセー（株）を子会社化しました。事業

シナジーを生み出し、事業エリアの拡大、成長を図りま

す。また、次世代型ソーラーカーポート「POGERO」を中

心に、太陽光関連事業の成長にも注力していきます。

基本戦略④「海外事業基盤の再整備」については、フィ

リピン・ベトナム・韓国のグループ会社において、新型

コロナウイルス感染症の影響で積極的な投資が実施で

きなかった半面、内部管理体制の強化を行った結果、経

済活動の再開に向けてスタートダッシュできる体制が

整っており、投資機会をうかがう状況となっています。

将来のビジネスモデルと
事業ポートフォリオについて

将来のビジネスモデルは、単に仮設機材のレンタル・

販売を行うだけでなく、お客様の課題解決、利便性の向

上、安全性の向上、利益の向上につながる、業界トップ

クラスのサービスを提供するプラットフォームビジネ

スに転換していきます。

その結果、中計の最終年度以降の事業ポートフォリオ

は、プラットフォームから生み出される事業収益が中心

となります。レンタル・販売事業の収益を上げる既存の

フロービジネスから、プラットフォームによるストック

ビジネスに移行していくことで、プラットフォームビジ

ネスによるレンタル・販売事業の収益割合が増加してい

くものと思われます。

2023年3月期の業績予想と今後の見通し、
中計の利益目標の達成について

2023年3月期の業績予想に関しては、販売事業の立ち

上がりが遅れているものの、依然として「Iqシステム」の

需要は旺盛で、レンタル事業は順調に推移しています。

海外事業においても、経済活動が再開し、計画されてい

る建設投資が実行される兆しがあり、現状では計画どお

りに推移するものと見込んでいます。

中計の最終年度の利益目標達成に向けて、中間地点で

ある今年度の利益目標を達成し弾みをつけるべく、プ

ラットフォーム構築のための各施策の実行に注力して

いきます。

取締役 兼 常務執行役員
経営戦略本部長 兼 海外事業本部長 兼  Takamiya Lab. 副本部長

運輸部準備室 管掌

安田 秀樹
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経営管理本部長メッセージ
価値創造ストーリー

経営管理本部長としてのミッション

経営管理本部は、安定した“負けない経営体制”を維持

することが大局的な役割です。言うならば、扇の要。人・

モノ・カネという経営資源を管理・統制する経営管理本

部は、人事部、総務部、経理部、安全管理部の4つの部署

からなり、相互にリンクしながらオペレーションをして

います。ただし、これは当然のことであり、タカミヤの

経営管理本部においては、中期経営計画（以下、中計）で

掲げた「トランスフォーム」を実現するために、守り一辺

倒ではなく、前線で挑戦し続けている、ほかの本部に対

して、時には寄り添い、時には背中を押すような、「戦略

的パートナー」としての企画・推進が重要なミッション

だと認識しています。

人材への投資と取り組み

いつの時代にあっても、タカミヤは「人」が中心の企業

です。トランスフォーム実現のためには、ビジネスモデ

ルを変えるだけではうまくいきません。社員一人ひとり

が生産性を高めることを意識しながら、主体性を持って

自走できるような、組織風土の醸成と働き方の改革が必

要不可欠です。そのために、1on1ミーティング制度やフ

レックスタイム制導入などの人事制度の見直し、そし

て、社員の生産性を高める一方で、オフィスを「憩いの

場」と位置づけ、従来の執務スペース主体から、コミュニ

ケーションやリフレッシュスペース主体へと、オフィス

機能の180度転換を目指すべく、その先駆けとして名古

屋支店を新装移転するなど、ハード・ソフトの両面で

様々な取り組みを実施してきました。

また、トランスフォーム実現のすべての施策におい

て、DX化の推進による運用が不可欠です。そのため、当

社では2022年度下期より、各人の個々のミッション・目

標とは別に「DX目標」を設定し、その達成や実現状況に

応じて、DX化によって獲得した利益を還元する（インセ

ンティブとして支給する）「DXインセンティブ制度」を

導入しています。この制度により、全社を挙げてDX化に

取り組み、DXが企業のカルチャーとなって新たなイノ

ベーションを生み出し、結果として人材も育っていく、

そのような仕組みを目指しています。

財務方針について

財務方針については、営業利益率8%以上、EBITDA100

億円以上、ROA6%以上、ROE12%以上、自己資本比率

35%以上を方針として掲げています。中計1年目である

2022年3月期実績においては、営業利益率4.2%（前期比

0.1pt増）、EBITDA64億6,600万円（同6,500万円増）、

ROA3.4%（同0.7pt増）、ROE5.2%（同0.5pt増）、自己資

本比率31.8%（同0.5pt減）となりました。一部の指標が悪

化しており、現段階で数値は達成していませんが、概ねの

指標は改善されており、中計最終年度である2024年3月

期には達成できるものと見込んでいます。

ほかにも、収益向上へと結びつけていくために、投資

がどれだけ利益を生み出しているかを意識した経営に

変えていくことを目的に、ROI（投資利益率）、ROIC（投

下資本利益率）の考え方を社内に浸透させていくことか

ら取り組んでいきます。

株主還元方針について

株主の皆様には、これまで同様に、安定配当を継続し

ながら、積極的な投資によって企業価値を高め、市場か

らの評価を株価に反映させていくことで、還元を図って

いきたいと考えています。そのためにも、成長性を実感

していただけるよう、株主の皆様をはじめ投資家とのコ

ミュニケーションに努めていきます。首尾一貫したタカ

ミヤの考えをご理解いただき、中長期の視点で応援して

いただければ幸いです。

今中計は、従来のフロー型ビジネスモデルからストッ

ク型ビジネスモデルへの転換をどのように構築するか

を示す道標だと位置づけています。また、中計2年目を

迎え、これまでの取り組みをいかに最終年度につなげる

かということが重要だとも考えています。最終年度で目

標を達成し、トランスフォームによる新たな価値創造に

邁進する当社に、ぜひご期待ください。

財務方針

〈目標〉 営業利益率：8.0%
 EBITDA：100億円
 自己資本比率：35%
 ROA：6%
 ROE：12%

〈実績〉 すべての項目で改善

自己資本比率
総資産増加による減少

ROA
総資産は増加したものの、生産性向
上、特に賃貸資産の運用効率向上

ROE
利益率改善と自己資本の増加

EBITDA
営業利益の増加と
減価償却費の減少

※ ROE ＝当期純利益÷自己資本（期首・期末平均）×100 
  ＝売上高当期純利益率×総資産回転率×財務レバレッジ 

  ＝ × ×当期純利益 売上高 総資産
売上高 総資産 自己資本

2021 中期経営計画
2021年3月期 2022年3月期 2024年3月期

営業利益率 4.1% 4.2% 8.0%以上

EBITDA 64億200万円 64億6,600万円 100億円以上

自己資本比率 32.3% 31.8% 35.0%以上

ROA 2.7% 3.4% 6.0%以上

ROE 4.7% 5.2% 12.0%以上

売上高当期純利益率 2.2% 2.4% 4.8%

総資産回転率 0.7回 0.7回 0.9回

財務レバレッジ 3.1倍 3.1倍 2.8倍

取締役 兼 執行役員 
経営管理本部長 兼  Takamiya Lab. 副本部長

辰見 知哉

28 29タカミヤレポート 2022 タカミヤレポート 2022




